








平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

社会資本形成の
過去及び現世代負

担率
８０．８％ ７９．９％ ８０．１％ ５０～９０％

社会資本形成の
将来世代負担率

２７．３％ ２６．９％ ２７．４％ １５～４０％

３．８６ ３．８９ ３．７７ ３．０～７．０
歳入総額に対する資産の比率を算定することにより、形成され
たストックである資産は何年分の歳入が充当されたかを見るこ
とが出来ます。

４０．１％ ４２．２％ ４４．０％ ３５～５０％

有形固定資産のうち、土地以外の償却資産の取得価額に対する
減価償却累計額の割合を計算することにより、耐用年数に対し
て償却資産の取得からどの程度経過しているかを全体として把
握することが出来ます。

２．６３％ ２．２６％ ２．４０％ ２～８％
行政コスト計算書における経常収益はいわゆる「受益者負担」
の金額であるため、経常収益の行政コストに対する割合を算定
することで、受益者負担割合を算定することが出来ます。

４．４０年 ２６．５６年 ９．５０年

自治体の抱えている地方債を経常的に確保できる資金で返済し
た場合に、何年で返済できるかを表す指標で、借金の多寡や債
務返済能力を測る指標になります。ただし、計算に使用した数
値に各年における特殊要因があることから、それを除外して再
算出します。(２２年度については特殊要因なし)

平成２０年度特殊要因･･･収入に関し、定額給付金に係る補助
金、子育て応援特別手当に係る補助金等

平成２１年度特殊要因･･･支出に関し、定額給付金に係る経
費、子育て応援特別手当に係る経費等

　上記の数値から見ると、当市は各指標とも概ね目安付近にあり、偏りも少なく比較的良好であるあると言えます。
　しかし、長引く景気の低迷により市税収入が減少傾向にあり、少子高齢化や雇用の悪化などに伴う扶助費を中心とした社会保障費の増加が見込まれ、また公共
施設の耐震化や修繕に経費を費やさなければなりません。
　さらに、現在整備を進めている市道７５８号線（共栄一本松線）整備事業や学校給食センター更新施設整備事業、震災に備えた小中学校体育館の耐震事業、良
好な教育環境を確保するための空調設置整備事業など、今後執行しなければならない事業は数多くあります。
　今後も、経費削減、財源の確保を図りながら、将来にわたって安定した行政サービスを担えるよう努めていかなければなりません。
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地方債の償還可能年数 ３～９年
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１０．３７年

鶴ヶ島市

９．９４年

社会資本形成の結果を表す公共資産のうち、純資産による形成
割合を見ることで、これまでの世代（過去及び現世代）によっ
て既に負担された割合を見ることができます。
また、地方債に着目することにより、今後の世代によって負担
される割合を見ることが出来ます。
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